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第１章     総     説 

第１節  労働委員会の組織等 

 

１ 労働委員会 

  労働委員会は、中立・公正な立場で、労使間の紛争解決を図るため、地方自治法及び労

働組合法に基づいて県に設置された行政機関である。 

２ 委  員 

労働委員会の委員は、公益を代表する者(公益委員)、労働者を代表する者(労働者委員)

及び使用者を代表する者(使用者委員)各５人の計15人で構成されている。 

各委員は知事が任命し、任期は２年となっている。 

労働者委員は労働組合の、使用者委員は使用者団体の推薦に基づき任命されている。ま

た、公益委員は労働者委員及び使用者委員の同意を得て任命されている。 

第 46 期 委 員 (任期：平成28.10.1～平成30.9.30) 名 簿 

 
区分 

氏   名 現 職(平成28年12月31日現在) 
新任・再任の別 
就 任 年 月 日 

公

益

委

員 

◎宮
み や

 本
も と

 ともみ 岩手大学人文社会科学部教授 
再 任 
平20.10.1 

○長谷川
は せ が わ

  大
だ い

 弁護士 
 再   任 
平24.10.1 

岡
お か

 田
だ

 寛
ひ ろ

 史
ふ み

 岩手県立大学総合政策学部教授 
再 任 
平18.10.1 

 本
ほ ん

 田
だ

  純
じゅん

  特定社会保険労務士 
再 任 
平26.10.1 

太
お お

 田
た

 秀
しゅう

 栄
え い

 弁護士 
新 任 
平28.10.1 

労

働

者

委

員 
 柴

し ば

 谷
や

 正
ま さ

 孝
た か

 全日通労働組合岩手支部執行委員長 
再 任 
平18.10.1 

 古
こ

 門
も ん

 賢
け ん

 一
い ち

 ＵＡゼンセン岩手県支部顧問 
 再   任 
平24.10.1 

 八
や

 幡
は た

 博
ひ ろ

 文
ふ み

 日本労働組合総連合会岩手県連合会事務局長 
再   任 
平24.10.1 

 鈴
す ず

 木
き

  圭
け い

 東北電力労働組合岩手県本部委員長 
再   任 
平26.10.1 

 原
は ら

  利
と し

 光
み つ

 日本労働組合総連合会岩手県連合会副事務局長 
新 任 
平28.10.1 

使

用

者

委

員 

 花
は な

 上
う え

  昭
あきら

 
株式会社ベルジョイス執行役員 
チェーンサポート部ゼネラルマネージャー 

再   任 
平24.10.1 

 佐
さ

 藤
と う

 義
よ し

 昭
あ き

 一般社団法人岩手県経営者協会専務理事 
再   任 
平26.10.1 

 大
お お

 里
さ と

 幸
ゆ き

 生
お

 岩手トヨペット株式会社取締役管理部長 
新 任 
平28.10.1 

 中
な か

 村
む ら

 一
い ち

 郎
ろ う

 三陸鉄道株式会社代表取締役社長 
新 任 
平28.10.1 

 平
ひ ら

 野
の

 佳
よ し

 則
の り

 株式会社平金商店代表取締役 
新 任 
平28.10.1 

（注）◎は会長 ○は会長代理 
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３ あっせん員候補者 

  労働関係調整法第10条及び個別労働関係紛争の解決の促進に関する条例第５条の規定に

基づき、労働争議等のあっせんに備えて、あっせん員候補者を委嘱することとされている。 

当委員会におけるあっせん員候補者は、「岩手県労働委員会あっせん員候補者規程」(昭

和53年３月31日地方労働委員会訓令第２号)により、次の者を委嘱している。 

(1) 委員会の委員 

(2) 委員会の事務局の事務局長、総括課長、主任主査、副主幹及び主査(調整を担当する者

に限る。) 

(3) 岩手県商工労働観光部雇用対策・労働室労働課長並びに主任主査及び主査(労働を担当

する者に限る。) 

あ っ せ ん 員 候 補 者 名 簿 

 労働関係調整法(昭和21年法律第25号)第10条のあっせん員候補者 

 個別労働関係紛争の解決の促進に関する条例(平成14年岩手県条例第50号)第5条のあっせん員候補者 

(平成28年12月31現在) 

氏    名 現       職 
委 嘱 年 月 日 

労 調 法 第 

1 0 条 関 係 

個別紛争解決 

条例第５条関係 

宮
み や

 本
も と

 ともみ 労働委員会公益委員 平28.10.3 平28.10.3 

長谷川
は せ が わ

  大
だ い

 労働委員会公益委員 平28.10.3 平28.10.3 

岡
お か

 田
だ

 寛
ひ ろ

 史
ふ み

 労働委員会公益委員 平28.10.3 平28.10.3 

本
ほ ん

 田
だ

  純
じゅん

 労働委員会公益委員 平28.10.3 平28.10.3 

太
お お

 田
た

 秀
しゅう

 栄
え い

 労働委員会公益委員 平28.10.3 平28.10.3 

柴
し ば

 谷
や

 正
ま さ

 孝
た か

 労働委員会労働者委員 平28.10.3 平28.10.3 

古
こ

 門
も ん

 賢
け ん

 一
い ち

 労働委員会労働者委員 平28.10.3 平28.10.3 

八
や

 幡
は た

 博
ひ ろ

 文
ふ み

 労働委員会労働者委員 平28.10.3 平28.10.3 

鈴
す ず

 木
き

  圭
け い

 労働委員会労働者委員 平28.10.3 平28.10.3 

原
は ら

  利
と し

 光
み つ

 労働委員会労働者委員 平28.10.3 平28.10.3 

 花
は な

 上
う え

  昭
あきら

 労働委員会使用者委員 平28.10.3 平28.10.3 

佐
さ

 藤
と う

 義
よ し

 昭
あ き

 労働委員会使用者委員 平28.10.3 平28.10.3 

 大
お お

 里
さ と

 幸
ゆ き

 生
お

 労働委員会使用者委員 平28.10.3 平28.10.3 

 中
な か

 村
む ら

 一
い ち

 郎
ろ う

 労働委員会使用者委員 平28.10.3 平28.10.3 

 平
ひ ら

 野
の

 佳
よ し

 則
の り

 労働委員会使用者委員 平28.10.3 平28.10.3 
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氏    名 現       職 
委 嘱 年 月 日 

労 調 法 第 

1 0 条 関 係 

個別紛争解決 

条例第５条関係 

 桐
き り

 田
た

 教
の り

 男
お

 労働委員会事務局長 平28.4.22 平28.4.22 

花
は な

 山
や ま

 智
と も

 行
ゆ き

 
労働委員会事務局参事兼審査調整課 

総括課長 
平27.4.24 平27.4.24 

髙
た か

 橋
は し

 ゆかり 労働委員会事務局主任主査 平27.4.24 平27.4.24 

工
く

 藤
ど う

 直
な お

 樹
き

 商工労働観光部雇用対策・労働室労働課長 平27.4.24 平27.4.24 

 

４ 事務局 

  労働委員会の事務を整理するために事務局を置き、知事が会長の同意を得て、その組織

を定め、職員を任命することとなっている。 

  当委員会の事務局の組織は、平成16年４月から、それまでの２課から１課３担当に移行

し、職員数は、平成28年度において岩手県職員定数条例に規定された14人のうち10人が配

置されている。 

 

【組織図（平成28年度）】                     

事務局長 
 

 参事兼 
審査調整課 
総括課長 

 総務担当（２名） 
 

・総会及び連絡協議会等 
・人事、予算経理、総務 

 
 

審査担当（３名） 
 

・不当労働行為事件の審査 
・労働組合の資格審査 
・個別労働関係紛争のあっせん 
・労働相談 

  

調整担当（３名） ・労働争議の調整 
・個別労働関係紛争のあっせん 
・争議行為の予告通知 
・労働相談 

 

 （総務） 

電話 ０１９－６２９－６２７１・６２７５ 

  FAX ０１９－６２９－６２７４ 

 （審査・調整） 

電話 ０１９－６２９－６２７６・６２７７ 

 

  住所 020-8570 岩手県盛岡市内丸10番１号 
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第２節  労働委員会の活動状況 

 

１ 会議等 

平成28年は、第45期委員（9月まで）及び第46期委員（10月から）によって運営され、

総会を14回、公益委員会議を13回開催した。 

また、全国及び北海道・東北地区の連絡協議会の総会等に参加して、各労働委員会

相互の連絡及び事務処理について必要な調査研究、情報交換等を行った。 

 

２ 審 査 

（１） 労働組合資格審査の取扱件数は、前年からの繰越しが１件、新規申請が15件

であり、内訳は、前年からの繰越しが不当労働行為救済申立てに関する事項、

新規申請15件の全てが委員候補者推薦に関する事項であった。終結状況は、全

て適合の決定をした。 

（２） 不当労働行為事件の取扱件数は、前年からの繰越し１件（平成27年（不）第

１号事件）、新規申立てが３件（平成28年（不）第１号事件、平成28年（不）第

２号事件、平成28年（不）第３号事件）であった。 

平成27年（不）第１号事件は、団交拒否事件（平成27年(不)第１号の１）と

不利益取扱い事件（平成27年(不)第１号の２）に審査を分離し、団交拒否事件

が全部救済命令により終結し、不利益取扱い事件が一部救済命令により終結し

た。平成28年（不）第１号事件、平成28年（不）第２号事件、平成28年（不）

第３号事件については、いずれも却下の決定により終結した。 

なお、平成28年（不）第１号事件、平成28年（不）第２号事件、平成28年（不）

第３号事件については、中央労働委員会に再審査の申立てがなされた。 

 

３ 調 整 

（１） 労働争議の調整事件の取扱件数は、新規申請がなく、前年からの繰越しもな

かった。 

（２） 当委員会が受け付けた争議行為予告通知の取扱件数は２件であった。業種別

内訳は、いずれも医療・公衆衛生事業である。争議行為予告通知があったもの

について、実情調査を行った延べ件数は27件であった。 

（３） 個別労働関係紛争のあっせん取扱件数は、前年からの繰越しが１件、新規申

請が４件であった。終結状況は、打切りが４件、不開始が１件であった。 

（４） 当委員会に寄せられた労働相談件数は、452件であった。相談内容別では、「賃

金・手当」や「パワハラ・嫌がらせ」に関する相談が多かった。 

 

４ 労働委員会の活性化 

平成28年は、平成27年度に策定した第2次労働委員会活性化計画（平成28～30年度）

にもとづいて活動した。労働委員会制度の認知度向上等の取組としては、ＩＧＲいわ

て銀河鉄道及び三陸鉄道の列車内中吊り広告の掲載やテレビ広告の実施など、情報発
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信の拡充を図った。 

また、審査・あっせん等終結事案研修会や委員による講話を開催するなど、委員及

び事務局職員の資質の向上に努めた。 

さらに、岩手労働局と連携して開催した合同労働相談会や岩手労働局職員による講

話の実施など関係機関との連携を図った。 

 

５ 月別活動状況 

月 日 内            容 

１ ５ 

13 

22 

22 

22 

22 

22 

26 

26 

28 

平成27年（個）第８号Ｈ個別労働関係紛争あっせん事件 被申請者側事務局調査 

労働契約等解説セミナー（盛岡市） 

月例無料労働相談会（県庁） 

第31回活性化検討委員会 

第1391回定例総会 

審査・あっせん等終結事案研修会 

第661回公益委員会議 

平成27年（不）第１号の１事件 第２回審問 

平成27年（不）第１号の２事件 第４回調査 

出前講座（北上金属工業協同組合） 

２ ３ 

 

４ 

８ 

12 

23 

24 

 

26 

26 

26 

26 

26 

28 

平成27年（個）第８号Ｈ個別労働関係紛争あっせん事件 あっせん員による被申

請者側事情聴取 

ワークルール（労働法の基礎）研修 

平成27年（個）第８号Ｈ個別労働関係紛争あっせん事件終結（打切り） 

平成27年（不）第１号の２事件 第５回調査・第１回審問 

第662回公益委員会議 

平成28年（個）第１号Ａ個別労働関係紛争あっせん事件 申請書受付及び申請者

側事務局調査 

平成27年（不）第１号の１事件 命令書写し交付 

月例無料労働相談会（県庁） 

第32回活性化検討委員会 

第1392回定例総会 

委員による講話（講師：公益委員） 

出前無料労働相談会（盛岡市） 

３ ６ 

25 

25 

28 

出前無料労働相談会（久慈市） 

月例無料労働相談会（県庁） 

第1393回定例総会 

平成27年（不）第１号の２事件 第２回審問 

４ ８ 

 

平成28年（個）第２号Ｂ個別労働関係紛争あっせん事件 申請書受付及び申請者側

事務局調査 
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月 日 内            容 

12 

 

13 

15 

18 

22 

22 

22 

平成28年（個）第１号Ａ個別労働関係紛争あっせん事件 あっせん員による申請

者側事情聴取 

平成28年（個）第２号Ｂ個別労働関係紛争あっせん事件 被申請者側事務局調査 

北海道・東北ブロック労働委員会労働者委員連絡協議会幹事会（秋田県） 

平成27年（不）第１号の２事件 第３回審問 

月例無料労働相談会（県庁） 

第1394回定例総会 

北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会総会研修課題勉強会 

５ ２ 

10 

17 

 

19 

20 

20 

20 

20 

26 

26 

26 

27 

出前講座（岩手大学） 

平成28年（個）第１号Ａ個別労働関係紛争あっせん事件終結（打切り） 

平成28年（個）第２号Ｂ個別労働関係紛争あっせん事件 あっせん員による被申請

者側事情聴取 

第663回公益委員会議 

平成28年（個）第２号Ｂ個別労働関係紛争あっせん事件終結（打切り） 

月例無料労働相談会（県庁） 

第1395回定例総会 

審査・あっせん等終結事案研修会 

北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会総会（～27日秋田県） 

北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会会長連絡会議（秋田県） 

北海道・東北六県労働委員会事務局長連絡会議（秋田県） 

北海道・東北ブロック労働者委員連絡協議会総会・研究会（～28日秋田県） 

６ ２ 

３ 

６ 

19 

21 

23 

24 

24 

24 

24 

25 

26 

全国労働委員会事務局長連絡会議（石川県） 

全国労働委員会会長連絡会議（石川県） 

第67回労働委員会事務局職員中央研修（～８日東京都） 

出前無料労働相談会（北上市） 

岩手労働相談・個別労働紛争解決制度関係機関連絡協議会（岩手労働局主催） 

平成28年（不）第１号事件 不当労働行為救済申立て受付 

月例無料労働相談会（県庁） 

第1396回定例総会 

審査・あっせん等終結事案研修会 

委員による講話（講師：使用者委員） 

出前無料労働相談会（奥州市、宮古市） 

出前無料労働相談会（大船渡市、二戸市） 

７ 4 

19 

 

22 

第664回公益委員会議 

平成28年（不）第２号事件及び平成28年（不）第３号事件 

不当労働行為救済申立て受付 

月例無料労働相談会（県庁） 
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月 日 内            容 

22 

22 

25 

第1397回定例総会 

北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会研修会研修課題勉強会 

第665回公益委員会議 

８ 

 

 

５ 

 

９ 

22 

25 

26 

26 

平成28年（個）第３号Ｃ個別労働関係紛争あっせん事件 申請書受付及び申請者側

事務局調査 

第666回公益委員会議 

第667回公益委員会議 

北海道・東北六県労働委員会事務局連絡会審査・調整課長連絡会議（～26日宮城県） 

月例無料労働相談会（県庁） 

第1398回定例総会 

９ １ 

３ 

13 

16 

16 

16 

22 

27 

30 

平成28年度公労使委員合同研修（～２日東京都） 

第668回公益委員会議 

第669回公益委員会議 

月例無料労働相談会（県庁） 

第1399回定例総会 

北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会研修会研修課題勉強会 

第670回公益委員会議 

第671回公益委員会議 

平成27年（不）第１号の２事件 命令書写し交付 

10 ２ 

３ 

３ 

３ 

11 

 

16 

21 

21 

21 

21 

24 

25 

27 

30 

岩手労働局等との関係機関合同労働相談会（盛岡市） 

岩手県労働行政功労者表彰式 

第1400回臨時総会 

第1401回臨時総会 

平成28年（個）第４号Ｄ個別労働関係紛争あっせん事件 申請書受付及び申請者側

事務局調査 

出前無料労働相談会（釜石市、一関市） 

月例無料労働相談会（県庁） 

第1402回定例総会 

審査・あっせん等終結事案研修会 

北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会研修会研修課題勉強会 

労働委員会事務局職員専門研修（～28日埼玉県） 

平成28年（個）第４号Ｄ個別労働関係紛争あっせん事件 被申請者側事務局調査 

北海道及び東北六県労働委員会連絡協議会研修会（～28日岩手県） 

出前無料労働相談会（遠野市、久慈市） 

11 ７

９ 

14 

労使関係セミナー（福島県） 

個別紛争専門研修（～11日東京都） 

第672回公益委員会議 
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月 日 内            容 

14 

 

17 

24 

25 

25 

25 

25 

25 

29 

平成28年（個）第４号Ｄ個別労働関係紛争あっせん事件 第１回あっせん終結 

（打切り） 

第71回全国労働委員会連絡協議会総会（～18日東京都） 

全国労働委員会事務局審査主管課長会議（東京都） 

全国労働委員会事務局調整主管課長会議（東京都） 

出前講座（岩手県立大学） 

月例無料労働相談会（県庁） 

第1403回定例総会 

外部講師による講話（講師：岩手労働局労働基準部監督課） 

第673回公益委員会議 

12 １

８ 

 

13 

20 

22 

22 

22 

22 

公労使委員個別紛争専門研修（～２日東京都） 

平成28年（不）第１号事件、平成28年（不）第２号事件及び平成28年（不）第３

号事件 決定書写し交付 

出前講座（大船渡高等学校定時制課程） 

平成28年（個）第３号Ｃ個別労働関係紛争あっせん事件終結（不開始） 

月例無料労働相談会（県庁） 

第33回活性化検討委員会 

第1404回定例総会 

審査・あっせん等終結事案研修会 

 


